
（79）

会計における基礎的概念

一『会社会計基準序説』研究一

国　田　清　志

　　　　　　　　　　　　　　1　問題の提起

　ベイトン・リトルトン共著の『会社会計基準序説』（W．A．Paton　and　A．

C．Littleton，λ刎1η伽od〃cκo抑τo　Coゆoπωθλcco〃〃加g　S勿ηd〃ds，A．A．

A．，1940．一以下『序説』と略称する一）は，近代アメリカ会計学を代表す

る研究書である．同書は，アメリカの会計理論および会計原則の形成に非常

に大きな貢献をしただけでなく，わが国においても，「企業会計原則」の形

成に多大な影響を与えたともいわれておりD，古典的名著として高い評価を

受けている2）．

　『序説』がまとめられ公表された意図は，その序文において明らかにされ

ている．それは，1936年r会社財務諸表会計原則試案』3）（A　Tentative　Sta．

tement　of　Account沖g　Principles　under1ying　Corporate　Financial　State．

ments，A・A・A・，1936・）の中で提示されている会計処理（基準）に対し，理

論的な基盤を提供することであった4）・つまり，同書は，会計処理考理論づ

けることを目指していたのである．

　このとき，『序説』は，会計処理の理論づけの基礎として「基礎的概念

（ConCeptS）5）」を最初に提示し，それらを利用することによって理論的枠組

みを打ち立てようとしている．『序説』によって示された「基礎的概念」は

次の七つである6）．

①r企業実体』（businessentity）．

②r事業活動の継続性』（contimityofactivity）．
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　　　③『測定された対価』（measuredconsideration）．

　　　④r原価の凝集性』（costsattach）。

　　　⑤r努力と成果』（effortanda㏄omplishment）．

　　　．⑥『検証カのある審観的な証拠』（veri行ab1e，objectiveevidence）．

　　　⑦r仮定』（assumptions）．

　　　しかしながら，r序説』自体は，これらのr基礎的概念」を列挙している

　　のみで，それらの相互関係を明示していない．そこで・わが国においてもこ

　　の相互関係を明らかにしよろと多くの研究成果がこれまで発表されてきたが，

　　その関連づけおよび全体構造について，いまだ統一的な整理はなされていな

　　し、．

　　　これについて，とくに，⑥『検証力のある客観的な証拠』と⑦『仮定』の

　　概念における見解の相違が顕著であるので・この点を簡単に概観しておこう・

　　　木村教授は，①『企業実体』かち⑤『努力と成果』までの五つが中心な概

　　念であり，⑥r検証力のある客観的な証拠』と⑦r仮定』の二つは従属的な

　　概念であると考えておられる7）．これに対し，中島教授は，⑥r検証力のあ

　　る客観的な証拠』を「監査の基盤となる証拠8）ゴとし，これを木村教授とは

　　異なり，中心的な概念の一つとしてとらえられておられる・一方・⑦r仮

　　定』については，「基礎概念（基礎的概念一筆者）がその根底に何を仮定ま

　　たは前提としているかを補足的に説明したもの9）」とし・木村教授同様・従

　　属的な概念とされている．つまり，①r企業実体』から⑥r検証力のある客

　　観的な証拠』までの六つを中心的な概念であると考えておられる．

　　　　このように，r基礎的概念」の全体構造をめぐづて，解釈上相違が見られ

　　　る．そこで，七つらr基礎的概念」を今一度検討し，r基礎的概念」の相互

　　　関係を解明したい、本稿の課題はここにある。それは，同時に『序説』の意

　　　図からして，会計学の理論構築の一つの手法を学ぷことでもある．

’一　　ところで，既述のように，．『序説』の目的は会計処理を理論づけることで

　　　あうた．この点に鑑み，考察にあたって，会計処理との関係を考えながら・

　　　「基礎的概念」を体系化しそれらの全体構造を明らかにする方法を採ること
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にする10〕．

2七つの「基礎的概念」の内容

　「基礎南概念」の全体構造の解明に先だって，七つの「基礎的概念」の内

容を明らかにしておかねばならない．

　①『企業実体』の概念には，実際に会計（記録）を行うための前提という

意味での形式的意味とその前提を支える考え方という意味での実質的意味と

の二つがある．まず，実質的意味について言うと，「企業は，一つの実体（en一

旦並・つまり基金を提供した当事者から分離または区別されたそれ自身独

立した制度（mSt1tutlOn）である（下線一筆者）11）」とし，r会計理論は，

企業資産（㎝terpriSe　aSSetS）の増滅という視点から，収益（revenue）お

よぴ費用（expenSe）の概念を判断するべきであり，所有主または株主の持

分（equitieS）の増減という視点から，それらを判断するべきではない（下

線一筆者）12〕」．つまり，会計上の判断は，企業が資本出資者から独立した実

体であるという前提において，企業自身の立場から行うべきであると考えて

し・る．

　さらに，この概念は形式的意味も持っている．既述のように，企業をそれ

自体株主から独立した別個のものと考えた上で，「業務上の事項は私的およ

び個人的な事項から区別されるべきである13）．」と述べている．これは，現

実に会計が行われるときには，会計が行われる範囲すなわち企業が出資者か

ら独立して記録・計算を行うための計算単位を決めるべきことを意味してい

る．

　まとめると，①『企業実体』の概念には，会計上の判断主体は企業である

という実質的意味と，この企業が会計上の計算単位となり，実際に会計（記

録）が行われるという形式的意味との二重の意味がある．

　②『事業活動の継続性』の概念もこのような二重の意味を持っている．ま

ず・r事業は一般には散発的または短期的な投機の系列ではないので，通常，

その業績は。完全な清算という観点からのテストに基づいて判定されるもの
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ではない．通常，予期されているのは，企業の清算ではなく継続である（下

線一筆者）M）．」と述べ，事業活動は継続するものであるとし，会計上の判断

はこの前提に基づいて行われるべきであるとしている．これは実質的意味で

ある．そして，これが会計（記録）に具体化されるのが・形式的意味である．

　つまり，「事業活動の一連の流れを報告書が作成される各期間に会計上区

分する手続きは，多くの現実の関係を分断する（下線一筆者）15）．」と述ぺ・

会計は，事業活動の継続的な流れを人為的に会計期問に区切って。計算・報

告をするとしている．つまり，企業の事業活動は継続しているので，会計は

現実には期問計算として展開されることになる．

　このように，②『事業活動の継続性』の概念にも，会計上の判断は企業の

事業活動が継続するという前提に基づいて行われるべきであるという実質的

意味と，この考え方に基づき，会計は人為的に区切られた期問を基に行われ

るという形式的意味との二重の意味がある．

　r序説』は，①r企業実体』と②『事業活動の継続性』の概念に統き，会

計が対象とすべきものとして③r測定された対価』の概念を提示している16）・

果たしてこの概念にもこのような二重の意味を持たせているのであろうか．

　「企業活動は，大部分，他の企業との交換取引にようて成り立っている、

会計は，これらの交換取引を貨幣数量的に表現しようと試みる・それゆえに・

会計の基本的な対象（subject　matter）は，交換活動に合まれている測定さ

れた対価であり，とくに取得された用役に関するもの（原価，費用）と供与

された用役に関するもの（収益，利益）である（下線一筆者）17〕．」とし，こ

の測定された対価を貨幣数量的に表した価格総計（price・aggregateS）18〕は・

「交換の瞬間において買手と売手とが相互に同意し合づた評価を表すもので

ある19）．」と述べている．

　ここで注意すべきこ・とは，会計が本来対象としているのは測定された対価

であること，それを取引を通じて貨幣数量的に表し記録するということ，そ

して，この貨幣数量的な評価は売り手と買い手の同意に基づく交換取引によ

って得られるということである．
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　『序説』は，最初の測定された対価の内容について，次のように述べてい

る．r重要なのは“貨幣”（money）でもなく“価格”（priCe）でもなく，“用

役”（SerViCe）こそが，会計の背後にある重要な要索である、すなわち，交

換された場合には，その企業にさらに他の用役の潜在を供与する用役潜在性

（ServiCe・potentialitieS）である（下線一筆者）20〕」．つまり，価格総計の基

礎つまり実質は，用役であるといえる．そして，現実に会計が行われるとき

には，これが価格総計として貨幣数量的に表され，具体的な会計の対象とな

るのである21）．

　このように，③r測定された対価』の概念にも二重の意味があった．しか

し，①r企業実体』および②r事業活動の継続性』の概念のような実質的意

味と形式的意味には区分できない．なぜならば，①r企業実体』およぴ②

『事業活動の継続性』の概念は会計を行うための前提に係わる概念であり，

ここから価格（金額）決定（会計処理）の問題はでてこないからである．③

『測定された対価』の概念はまさに会計上の価格決定に関連する概念である

ので・これを直接に具体的な会計処理を規定するという意味での実践的意味

とその実践を理論づける規範的な考え方という意味での理念的意味とに区分

する・つまり，③r測定された対価』の概念について言うと，理念的には，

会計が対象とすべきものとして用役に目を向けているが，実践的には，それ

を会計上表現した価格総計を扱っているのである．

　次に，④r原価の凝集性』の概念の説明を見ていくが，これには二重の意

味が認められるのであろうか．また，二重の意味があるならばどのような意

味なのであろうか．企業の経済活動は、機械，材料，労働などを外部から購

入し，これらを統合して新しい効用を持った新しい生産物を作ることであり，

会計は，その企業の対外的な取引を記録するとともに，企業の中で絶えず行

われている移動や変形を跡づけるものである22）．ここでの会計上の内部的な

跡づけに関して，「理想的には，すべての発生した原価は，最終的には，売

上原価項目または供与された用役項目に集計されるものである23）．」として

いる。しかしながら，r管理上の問接費のような原価は，生産物との親和性
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を識別するのが困難だから，通常単に期間に対して賦課され，結果的に・そ

の期問の全収益に負担される24）．」としている．この概念は会計上の価格決

定に関連して述べられているので，理念的意味と実践的意味とに区別される．

つまり，理念的には，すべての原価はあくまでも生産物に対して跡づけられ

るという意味で，すべての原価の生産物への凝集性を考えている．しかし，

実践では，原価には，生産物に対して集計できるものと生産物に跡づけるの

が困難であるので期間に対して集計せざるをえないものとがあるのである．

　このように，④『原価の凝集性』の概念は，原価の跡づけの処理において，

すべての原価が生産物へ凝集するはずであるという理念的意味と，現実の会

計においては，原価には生産物に対して集計されうるものと便宜的に期間に

対して集計されるものとがあるという実践的意味との二重の意味を持ってい

る．

　続いて，⑤r努力と成果』の概念の説明を見ていくが，この概念も会計上

の価格決定に関連して述ぺられている．「取引における取得および供与の価

格総計を研究することは，成果を生み出す努力と生み出された成果とを比較

するのに有用である25）」と述べ，r原価は努力（e甜ortS）を表現したもの・

収益は成果（a㏄omplishment）を表現したものである26〕．」としている．

『序説』は，努力と成果との比較を考えるとき，次のように述千ている．「理

想（ideal）は，発生した原価（costs）を，このような原価に基づくまたは

重要な歯連を持っている収益（effects）に対応させることである（下線一

筆者）27〕」と．つまり，収益が原価を引ウ張るのである．正確にいうと，特

定の収益には，その収益獲得に貢献した原価を対応させるべきであると考え

られている．

　前の引用は，原価と収益とのいわゆる個別的対応がすべての原価について

厳密に追求されるべきであることを指示している．このような努カと成果と

のいわぱ徹底した対応が，理念的には考えられている．しかし，現実には管

理上の費用のように期間収益に対応させざるをえないものの他に，次のよう

なものも認識するとしている．「会計計算の中に，棚ボタ的利得（windfall
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gains）や非営業損失（non－Operating1OSSes）が合められる28）」、つまり，

実践では，努力でない損失やある努力によって得られた成果でない利得が存

在し，実践的にはこれらを期間計算に合めざるをえないのである．これは，

長期的に見ると，収益力に影響を及ぽす資産の増減をもたらすことも事実で

ある29）．

　このように，⑤r努力と成果』の概念にも，すべて努カ（原価）は，その

成果（収益）に対応できるという理念的意味と，．現実は，原価を収益に対応

させて利益計算を行うだけでなく，損失や利得をも合めて計算を行わざるを

えないという実践的意味との二重の章味がある．

　以上の検討により，①r企業実体』および②r事業活動の継続性』の概念

は実質的意味と形式的意味との二重の意味，③r測定された対価』，④r原

価の凝集性』およぴ⑤『努力と成果』の概念は理念的意味と実践的意味との

二重の意味をそれぞれ持っていることが明らかになった．続いて，⑥『検証

力のある客観的な証拠』の概念を取り上げる．

　これについて，「収益額は，相互に独立した当事者問の真実の販売（bona

角de　sale）から作成された客観的な証拠に基づいてのみ，支出（原価）額は，

取引に関する営業上の文書（businessdocuments）によづて供される客観

的な証拠に基づいてのみ，会計上，確実なものとして受け入れられる30）．」

と説明している、そして，その証拠の意義は，r会計記録の信頼のために，

記録された取引の起源を検証する重要な手段を提供する肌）」ことである、換

言すると，検証力のある客観的な証拠ヨ2〕は，r信頼しうる情報を提供すると

いう会計の機能を正当に遂行するうえで必要な付属物（adjunct）であ

る33）．」とされる．つまり，会計それ自体がこのような証拠を要求してい之

のである．そして，検証力のある客観的な証拠は独立した当事者間の取引の

合意を明示するものであるから，その証拠に裏づけられた価格総計が会計上

受け入れられることになる．

　このように，⑥r検証力のある客観的な証拠』の概念は，会計（記録）の

対象を縛っていると考えられる．すなわち，証拠に裏づけられた価格総計の
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みが実践上取り扱われるものなのである．ところで，①から⑤の「基礎的概

念」と比べると，この概念はむしろ極めて実践的なものであり，実質的・形

式的または理念的・実践的という二重の意味はない．したがって，①から⑤

の概念とは異なる性格を持つものであるといえる．このことを意識しながら，

最後に⑦r仮定』の概念の説明を見ていく．

　『序説』は，「会言十の基本的な概念は，いわば，それ自体仮定的なものであ

り，または決定的に論証もしくは証明されえない仮定に基づくものである．

（下線一筆者）34）」と述べている．そして，⑦『仮定』の概念の内容は，先に

提示した①から⑤の「基礎的概念」に関連づけて説明されている．

　まず，「会計においては，事業活動は特定の企業の観点から考察され，そ

れらの単位は記録およぴ報告の焦点であると仮定されている．この仮定は，

一般的な同意によってある種の経済上および経営上の合理性を有してい

る35〕．」としている．これは，①r企業実体』の概念を導くときの仮定の役

割について述べたものである．また，r事業活動の継続性（continuity　ofop・

eration）という仮定は，通常の経験に基づいて正当化される36）．」とし，②

『事業活動の継続性』の概念も仮定であるとしている．

　次に，「会計が価格総計または測定された対価におく重要度から，企業が

取得した生産要素である原価は，当初においてはその要素の真の経済的な意

味を表すものであるということがうかがえる．ここには，経営活動の合理性

という仮定が合まれている37）．」としている、つまり，当事者双方が合理的

に事業活動を行うというこの仮定が受け入れられるからこそ，会計が対象と

すべきものとしての③『測定された対価』の概念が意味を持つと考えられて

いる．ここでも，“仮定という操作”が「基礎的概念」を導く役割を果たし

ている．そして，「ドル額によって計上された原価が実際の原価を表示し続

けるという仮定は，会計の思想と実務とに浸透している38）、」としている．

これは，原価を再分類する際に貨幣価値の修正計算などを行う必要はないこ

とを示唆している．よって，このような仮定により，原価を集計計算してい

くことの合理性つまり④『原価の凝集性』の概念が合理性を有することにな
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るのである．

　最後に，「価格総計の対応される流れとしての収益と原価という考え方は，

収益が原価を生じめる過程の目的であることを仮定している39）．」とし，企

業努力（原価）は収益の獲得のためのものであることを示している．これに

ようて，努力である原価とその成果である収益を対応させること，つまり，

⑤r努力と成果』の概念が合理性を持つことになる．なお，⑦r仮定』の概

念の説明では，仮定する必要のない⑥r検証力のある客観的な証拠』に関し

ては言及されていない．

　このように，「基礎的概念」としての⑦『仮定』は，①『企業実体』，②

r事業活動の継続性』，③r測定された対価』，④r原価の凝集性』および⑤

『努力と成果』の概念を導くつまりこれらの概念の存在を正当化する役割を

果たしている．つまり，⑦r仮定』の概念は，’これらの概念を存在せしめる

ための“操作”（言うなれぱ，概念を安定させる装置）なのである．この概

念も，⑥r検証カのある客観的な証拠』の概念と同じく，実質的・形式的ま

たは理念的・実践的という二重の意味を持っておらず，一つの意味しかない．

　これまでの検討から，七つの「基礎的概念」は，①r企業実体』および②

『事業活動の継続性』の概念のように実質的意味と形式的意味との二重の意

味を持っているもの，③r測定された対価』，④r原価の凝集性』および⑤

r努力と成果』の概念のように理念的意味と実践的意味との二重の意味を持

ウているもの，そして⑥r検証カのある客観的な証拠』と⑦r仮定』の概念

のように一つの意味しかないものとに整理される、次節では，会計処理を理

論づけるという『序説』の目的に鑑み，「基礎的概念」と会計処理との関係

を検討する．

3「基礎的概念」と会計処理

　r序説』は，理念上，一連の企業活動を原価と収益という2つの流れとし

て捉え，さらに，この両者の差額として利益が計算されると理解している4ω．

したがって，会計処理の面から「基礎的概念」を体系化するという本稿の問
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題意識からすると，その中心となる原価と収益の計算の仕方を紹介するとと

もに，そこでr基礎的概念」がどのような意味を持っているのかという視点

からその仕方を検討しなければならない．

　まず，原価の計算の仕方すなわち会計処理の検討から入っていく．会計は

すぺての取引を貨幣的に測定することになるが，『序説』は測定のための基

準を原価基準（coststandard）と言づているω．この基準によると，掛け

購入の場合には；原価は正味の現金価格（net　cash　price）で測定される42）

としており，ここに，『序説』の測走基準の特徴がある．つまり，これらの

原価の価格総計は独立した取引当事者間の合意内容を示している価額であ

り蝸〕，利一自、は別の取引であるという考え方が現れている．このように原価は，

会計が対象とすぺきものを示している③『測定された対価』の概念を実践上

具現化したものとされる．

　このとき，原価は，購入市場で交換取引が行われた時点で認識されるが，

これは「営業上の文書」によって確認される．このように，原価は，検証力

のある客観的な証拠によって裏づけられる．つまり，このような証拠によっ

て，会計は，原価の価格総計を受け入れている．

　次に，収益の計上の会計処理について検討する．収益の測定は，原価の測

定と同様に，『序説』でいう原価基準によって行われる44）．つまり，収益の

価格総計も取引当事者の双方が合意した価額である．そして，この価格総計

も，検証カのある客観的な証拠によって実践上具体的に把握される．また，

『序説』は，収益の認識の要件として，（1）企業活動における決定的な段階，

（2）現金または現金同等物の受領，（3）r営業上の文書」による客観性，を

あげている45）．（3）の要件は，検証力のある客観的な証拠によづて直接満た

されるが，このような証拠が得られたということによウて，収益の獲得のた

めの決定的な努力がなされたことも確認され，さらには現金や受取手形など

の取得も伴うことになるので，（1）や（2）の要件も結果的に満たされるこ

とになる、つまり，検証力のある客観的な証拠が会計上の収益を支えている

のである．
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　最後に，実際の会計計算にとって重要な原価と収益との対応の会計処理に

ついて検討する．原価と収益の対応を適切に行うためには，原価が当初認識

されてから収益に賦課されるまで，経営活動における用役の流れに相応して

それを跡づけていかなけれぱならない、この必要性を支えるのが，④r原価

の凝集性』の概念であ二た．こうして跡づけられた原価のうち，当期の収益

に貢献する部分は費用として計上され，また将来の収益に貢献することが明

らかである部分は資産として繰り延べられる46）．このように，対応の過程で

は，原価の当期収益への対応と将来収益への対応とが考えられそいる．

　なお，現実にはさらに，当期の収益に貢献せず将来の収益にも貢献しない

ものつまり損失が存在する．このような将来の収益に貢献しないものは，当

期に損失として処理し当期の収益に対応せざるをえない47〕．つまり，⑤r努

力と成果』の概念は，将来の成果に対応できない努力は当期の収益に対応さ

せるという意味も持っている．このように，実践上は，原価と収益という要

素だけでなく損失（逆の場合では利得）も合んで，期間の損益計算を行わざ

るをえないと主張している．以上の検討から，会計処理に直接的に関係づけ

られる「基礎的概念」は，③r測定された対価』，④r原価の凝集性』，⑤

r努力と成果』およぴ⑥『検証力のある客観的な証拠』の概念であることが

わかる．では，残りの①r企業実体』，②r事業活動の継続性』および⑦

『仮定』の概念はどのように会計処理と関係づけられるであろうか．次節で

は，r基礎的概念」と会計処理との関係を考えながら，まとめとして，七つ

の「基礎的概念」を体系化しその全体構造を明らかにする．

4「基礎的概念」の全体構造

　ここではまず，会計処理との直接的な関係が不明であづた①r企業実体』，

②r事業活動の継続性』および⑦r仮定』の概念について検討する．①r企

業実体』の概念は，第2節で述べたように，実質的意味と形式的意味との二

重の意味を持っていた．実質的意味である判断主体としての企棄実体は，会

計上の判断の立脚点であり，ゆえに，『序説』の会計理論の出発点となる48）．
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形式的意味である計算単位としての企業実体は，会計の対象となる範囲を限

定し実際に会計（記録）を行うための前提（いわゆる企業実体の公準）であ

る．②『事業活動の継続性』の概念も，実質的意味と形式的意味との二重の

意味を持っていた．前者は，会計上の判断は企業の事業活動が継続している

という前提に基づいて行われるべきであるという点セ，会計計算つまり会計

上の判断に影響を与えるものである．後者は，会計期間を基に実際に会計計

算を行うための前提（いわゆる会計期間の公準）である．

　このように，①r企業実体』と②r事業活動の継続性』の概念はそれぞれ

実質的意味と形式的意味との二重の意味を持っているが，全体として，会計

を始めるために必要不可欠な前提であるといえる．

　一方，⑦r仮定』の概念は，①r企業実体』，②r事業活動の継続性』，③

r測定された対価』，④r原価の凝集性』および⑤r努力と成果』の概念を成

立させるための’‘操作”として作周していた．つまり，この概念は，会計の

基礎となる五つの概念を導く操作そのものを指している．

　そこで，これまでの論述により，r基礎的概念」をまとめてみよう．とこ

ろで，このとき，各概念を鳥融するためには，図示ずることが分かり易いと

思われるので，以下図（後掲【図】）を書く要領で説明する．

　①r企業実体』と②r事業活動の継続性』の概念は会計を行うための前提

になるものとして，また，⑦r仮定』の概念はr仮定」という操作により①

から⑤の「基礎的概念」を導くものとして図示できる．

　次に，会計処理と直接的に関係づけられた③r測定された対価』，④r原

価の凝集性』，⑤『努力と成果』およぴ⑥『検証力のある客観的な証拠』の

概念を検討していく．

　『序説』は，会計計算の一連の過程を，原価の処理という側面から，（1）

原価の当初の認識・一測定，（2）それに続く原価の内部的な移動の跡づけ，

（3）その原価と当期または次期以降のいずれかの期間における収益との対応

の三つの段階に分けている49〕．第3節において，③r測定された対価』の概

念は（1）の段階，④r原価の凝集性』の概念は（2）の段階，⑤r努力と成
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果』の概念は（3）の段階をそれぞれ支配していたことを明らかにした．

　ところで，第2節で明らかにしたように，③r測定された対価』の概念は，

理念的には会計如対象とすべきものとして用役に目を向けており，実践では

それを会計上表現した価格総計を扱っていたが，さらに，この概念を具現化

した原価基準は，費用，資産および収益だけでなく，負債およぴ資本にも適

用されるとしている50〕．したがって、この概念は，すべての取引に関わるも

のであり，損益計算だけでなく会計全体を支配している概念である．『序説』

がなぜ原価基準を拡張したかについては，そもそも測定された対価つまり利

益獲得のための前提となる用役をえるための資本調達の側面も考えなければ．

ならなかったためと思われる．よって，③r測定された対価』の概念は理念

的思考の領域で③用役として，実践的思考の領域で③価格総計として，会計

行為（処理）全体を支えるように二重に図示できよう．なお，実践上の③価

格総計はいわゆる貨幣的評価の公準とも考えられるが，これを①r企業実

体』および②『事業活動の継続性』の概念のように会計を行うための前提と

してではなく，会計行為（処理）の領域で扱っている点は『序説』の特徴で

ある．また，⑥r検証力ある客観的な証拠』の概念は，価格総計を会計上受

け入れられうるものとするためにつまり用役を実践上具体化するために，不

可欠なものであった．そこで，これは実践的恩考の領域で図示する．

　原価を跡づける会計処理は④r原価の凝集性』の概念によって説明される．

原価は，理念的には，すべて，生産物へ凝集していくと考えられていた．し

かし，実践的には，原価は，生産物に対して集計されるものと，生産物に跡

づけることが困難な管理上の間接費のように，期問に対して集計せざるをえ

ないものとがあった．これを【図】の理念的恩考の領域では④生産物への凝

集性として示レ，実践的思考の領域では④生産物に集計されるものと④期問

に集計せざるをえないものと区分して示している．

　さらに，原価と収益との対応の会計処理は⑤r努カと成果』の概念によっ

て説明される．理念的には，すべての努力をその成果に対応されうると考え

られていた．一方，実践では，発生した原価は収益に対応（個別的対応およ
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び期間的対応）させられることになるが，原価のうち当期の収益に貢献する

ものは費用として計上され，また将来の収益に貢献するものは資産として繰

・り越されて，損益計算が行われる．しかし，既述のように，実践ではさらに，

損失や利得も当期の損益計算に含められる．これを，【図】の理念的思考の

領域では⑤努力と成果として示し，実践的恩考の領域では⑤原価と収益の対

応と⑤損失・利得を計算に合めることとに区分し示した．

　今までは，損益計算の過程を中心に述べてきたが，実際，会計上は負債や

資本という持分が存在している．そこで，持分も示さないと，参計全体を網

羅したことにはならない．『序説』は，持分について，資産の増滅について

の説明に託し，生産上の資産の増減を示す損益計算の過程は「資産の活用」

として，損益計算には関連しなザものは「持分の管理」として区分されるべ

きだとしている51〕．

　以上の検討により，【図】のように，「基礎的概念」を，会計処理と関連づ

けながら体系化し・その全体構造を明らかにする図を作成した．

　最後に・この【図】を用いて，r序説』の理論構築の方法をまとめてみよ

う．

　第1節でも位置づけが問題になった⑥r検証力のある客観的な証拠』と⑦

r仮定』を除いた五つの概念のうち，①r企業実体』およぴ②r事業活動の

継続性』の概念には実質的意味と形式的意味，③r測定された対価』，④

r原価の凝集性』および⑤r努力と成果』の概念には理念的意味と実践的意

味との二重の意味があった．理念的恩考の領域では，それぞれの概念はある

べき会計の世界を作っている．これを【図】の上の部分で示した．つまり，

理念上の会計は，用役（③r測定された対価』）を取扱い，この用役を利用

し，換言すれば、生産物に凝集させ（④r原価の凝集性』），これを成果と対

応させ（⑤r努力と成果』），損益計算を行うものとして展開されるべきであ

る・しかも・その前提（実質的意味）として，企業は，そめ活動を継続させ

（②『事業活動の継続性』），さらに，外部の第三者から独立したものとして

活動している（①r企業実体』）ものと認識すべきである．そして，このあ
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るべき会計の世界を支えているのが，r仮定」という操作（⑦r仮定』）であ

った．つまり，r仮定」という操作はあるべき会計を作るために必要不可欠

なものであるといえる．その意味では，前掲の木村教授や中島教授のように

従属的な概念とは言えない．ただし，他の五つの概念のように・会計行為そ

のものを表す概念ではないから，この概念の重要性を説明するためには，

【図】で示したように立体的に把握せざるをえない．さらに，r仮定」という

以上三の五つの概念が正しいかどうかという価値判断は含まれない、つまり，

実質的または理念的な意味での五つの概念は・r仮定」という操作によりそ

の正当性の価値判断から免れることとなる．すなわち・『序説』のあるべき

会計は，⑦r仮定』なくしては存在しない．逆に言うと，他のあるべき会計

を予定すれば，会計そのものが異なって現れることになる・

　とコろで，五つの概念はr仮定」という操作により，現実の会計現象から

抽出してきたと考えらんうるので，それは，実践上の会計虹理に合理性を与

えるだけの意味を持っているはずである．しかしながら，理念上のあるべき

会計に対して，現実の会計は，それを実行しようとしても，様々な形の制約

要因に縛られる．したがうて，理念上の概念は，実際の会計現象に合理性を

与えるためには，それに合うように修正（現実適合的に）されねばならない．

これを示したのが【図】の下の部分である、ここでは，理念的な概念を実際

に合うように改変した実践上の具体的な概念により実際の会計行為が説明さ

れる．

　まず，会計を始めるための前提（形式的意味）として，会計の単位が決走

される（①r企業実体』）．さらに，会計は事業活動が継続しているから期間

計算として展開されねばならない（②r事業活動の継続性』）。また，会計で

あるかぎり，貨幣で表現されねばならない（③『測定された対価』）．このと

き，現実の会計行為つまり記録する以上，必要不可欠の要件となるのが・⑥

『検証力のある客観的な証拠』である．つまり，この概念は現実の会計の世

界において初めて，会計行為にとって意味のある概念になる・これについて・

前掲の木村教授や中島教授のこの概念の扱いに戻ると・少なくとも・木村教
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授のよ．うに，⑦『仮定』と同じ次元で従属的な概念とする位置づけ方は間題

であると言える．また，中島教授のように，中心的な概念とするにしても，

これはあくまで現実の世界においてはいえるとしても，理念的な世界では，

申心的な概念とはいえない．つまり，⑦r仮定』同様，【図】のように各概

念を立体的にとらえて初めて，この概念の意義が明らかになる．

　さ一らに，実践上の会計は，④r原価の凝集性』と⑤r努カと成果』の概念

に支えられ，理念的な概念の要請を改変しつつ，否，改変せざるをえない状

況のもとで展開されていく．しかしながら，確かに，改変せざるをえないも

のの，現実の会計は，大枠では，理念的な会計を実行しているといえる．つ

まり，実践上の会計処理を意味づけるとき，その行為は理念的な会計（用役

を扱い，それを使用し，成果を得ようとする会計）を目指しているといえる．

　最後に，以上のr序説』の会計現象（処理）の説明の仕方をみてみよう．

r序説』は，まず，価値判断から免れる理念的な概念により，あるべき会計

の世界を作っている．そして，これを実現するものとして，現実の会計をと

らえ，理念的な概念を現実説明的な概念に改変しつつ，実践上の具体的な会

計行為を説明していく一この手法に『序説』の特徴があるとドえる．このよ

うな手法は，会計学をr学」足しめるための一つのあるべき手法，方法かも

しれない、われわれは『序説』を通じて，理論構築の一つの手法を学んだ．

1）岡部孝好「『会社会計基準序説』」，森田哲彌一岡本清・中村忠編『会計学大辞

典』［第4版コ中央経済社，1996年，108頁．

2）『序説』は，FASBにより公表されたr概念的フレームワーク」プロジェク

　トと同趣旨の試みを最も早くおこない，そして成功したものの一つであると評価

されている．（Yuji，ljiri．‘1AnlntroductionToCorporateAccountingStan－

dards＝AReview，”λcco〃〃加g1～ω｛2ω，Octorber，1980，p．622．）

3）　この『試案』は、いわゆるr一般に認められた会計原貝1」（GAAP）」を体系

的に明確化しようとしたものであり，会計処理（基準）に関して多様性を認めて

いないという点で，規範性の強いものであった．（A．A．A．，“A　Tentative　State－

mentofAccountingPrincip1esAffectingCorporateReports，”λocoω閉伽g沢砕

疵ω，June，1936，187－192．参照．）
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（96）　　　一橋論叢　第123巻　第盲号　平成12年（2000年）5月与

4）W．A．Patonand　A．C．Litt1eton，ル〃ro〃cκ㎝To　Coゆo伽2んω〃椛伽g－

S肋dα〃s，A．A．A．，1940，preface．中島省吾訳『会社会計基準序説』森山書店，

　1966年，原著者序参照．

5）conce6tsは，一般的には，中島教授に倣づて基礎概念と訳されている．しか

　しながら，あとでみるように，conceptsの相互関係については様々な解釈がな

　されているので，ここでは，中島教授の基礎概念ではなく，r基礎的概念」とい

　う訳語を用いることにした．

6）W．A．Paton　and　A．C．Littleton，前掲書，8－24頁，邦訳，11－37頁参照．

7）木村和三郎rペイトン・リトルトンr企業会計基準』における『概念』の意

　味と二犬基軸」『産業経理』、第13巻第11号，1953年10月，13頁．

8）9）　中島省吾『［新版］会計基準の理論』森山書店，1970年，183－184頁．

1O）　これまでの見解は，r基礎的概念」の関係づけにあたって，平面的な繋がりだ

　けで理解している憾がある、本稿では，会計処理の理論づけの基礎としての「基

　礎的概念」という『序説』の意図を鑑み，会計処理と「基礎的概念」の関係の深

　さを測りながら，その全体構造を明らかにすることが、適切かつ合理的であると

　考える．

11）　W，A，Paton　and　A．C．Littleton，前掲書，8頁，邦訳，12－13貢参照．

12）W．A．Paton　and　A．C．Litt！eton，前掲書，8頁，邦訳，13頁参照．なお，

　計算単位としての意味だけを考えると，これは所有と経営が一致している企業に

　もいえることである、

13）W．A．Paton　and　A．C．Littleton、前掲書，9頁，邦訳，14頁参照．

14）15）W．A．Paton　and　A．C，Littleton、前掲書，9－1O頁，邦訳，15－16頁参

　照．

16）企業会計の基本的前提として，企業実体，会計期問および貨幣的評価の公準

　があるこ二とは，一般的に認められている．しかし、これらの公準についても解釈

　上様々な理解がなされている．この点については，Stephen．Gi1man，λ㏄o〃脈

　伽g　Co蜆cψエ∫oアPmカムNew　York；The　Ronald　Press　Company，1939，38－97、

　並びに新田忠誓（他）『会計学・簿言己入門』［改訂版］白桃書房，1999年，36－37

　頁およぴ飯野利夫『財務会計論』［三訂版］同文舘H3．一1－18．頁を参照され

　たい．

17）W．A，Paton　and　A，C．Litt1eton．前掲書，11－12頁，邦訳，18－19頁参照．

　ここでは，取引とは互いに独立した当事者間の自発的行動であり，合理的判断の

　もとでの商議によって同意したものである．つまり価格が一方の当事者だけの判

　断に基づいているような場合は考えていない．そのような取引は存在しないと考
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　えている．それゆえに，「一方の当事者に『取得された用役』の数量的な記録は，

　他方の当事者に『供与された用役』についての数量的な言邑録と一致すぺ壱であ

　る．」（同書，26頁参照．）とし，自由競争的な資本主義市場での合理的な経済活

　動を想定しているといえる．

　　さらに，『序説』は，価格総計という言葉に広い適用性をもたしている．つま

　り・会計上の費用，収益、資産，負債，資本，剰余金等の要素を、混乱した混合

　物としてではなく，一つの価格総計という対象のさまざまな側面を扱っているも

　のとみている．（同書，12頁参照．）

18）W－A．Paton　and　A．C．Litt1eton，前掲書，13頁，邦訳，21頁参照、

19）W．A．Paton　and　A．C．Litt1eton、前掲書，12頁，邦訳，19頁参照．

20）W．A．Paton　and　A．C．Littleton．前掲警，13頁，邦訳，20－21頁参照．こ

　こでいう用役とは，企業にとっての経済的役立ちであると理解できる．

21）後者の部分，つまり企業が記録する対象を貨幣数量的に表現するということ

　は，いわゆる貨幣的評価の公準であるといえる．（新田忠誓（他），前掲書，36－

　37頁．〕

22）W－A，Paton　and　A，C．Littleton，前掲書，14頁，邦訳，22頁参照．

23）W，A－Paton　and　A．C．Littleton．前掲書，15頁，邦訳，24頁参照．

24）W二A．Paton　and　A．C．Litt1eton、前掲書，14頁、邦訳，23頁参照．

25）26）W．A－Paton　and　A，C．Littleton，前掲菩，14－15頁，邦訳，23－24頁参

　照．

27）W，A．Paton　and　A．C．Litt1eton、前掲書，15頁，邦訳，24－25頁参照．す

　ぺての原価は収益との関係において同質的であると考えている．つまり，売上原

　価も販売費及ぴ一般管理費も成果を生み出す努力という点では同じなのである．

　（同書，67頁，邦訳，115頁参照．）

28）29）W．A．Paton　and　A．C．Littleton，前掲杳，17頁，邦訳，28頁参照．

30）31）W－A，Paton　and　A．C．Littleton，前掲書、18頁，邦訳，29頁参照、

32）一なお・呉体的には，検証力のある客観的な証拠とは確実なr営業上の文杳」

　つまり発注書，納品書，送り状およぴ受領書等の文書化された証鰯書類であると

　考えちれる．（船本修三『会計基礎論』中央経済社，1997年，1I1頁参照．）

33）W．A．Paton　and　A．C．Litt1eton，前掲書，18頁，邦訳，29頁参照．

34）35）36）37）38）39）W．A．Paton　and　A．C．Littleton，前掲杳，21－23頁、

　邦訳，34－37頁参照．

40）W，A－Paton　and　A．C．Littleton，前掲書，24－25頁、邦訳，42頁参照．お

　よび，前掲書，16貢，邦訳，42頁参照．
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（98）　　　一橋論叢　第123巻　第5号　平成12年（2000年）5月号

41）W．A．Paton　and　A．C．Litt1eton，前掲書，25頁，邦訳，61－62貢参照．『序

　説』は，原価を二重の概念として用いている　つまり，原価は「取得価格（資

　産）であるとともに，おそらくはいくつかの中間的な転換の後であろうが，収益

　に対する差引分（費用）となる（下線一筆者）．」（同奮，66頁参照．）のである．

　また，原価概念は，同時にそれらを金額表示する基準でもある．そして，この原

　価概念を展開しすべての取引に適用したものが，ここでいう原価基準である．そ

　れゆえに，これは持分にも適用される．

42）W．A．Paton　and　A．C．Littleton，前掲書，29頁，邦訳，49頁参照．この正

　味の現金価格とは，契約上，最終的な決済を今すぐに行うとするならば，その時

　に支払うべき金額である．物々交換の場合は，「交換において相手方に提供され

　た財または用役の現金販売時の価格を示す貨幣額」（同書，27－28頁．）で測定さ

　れる．贈与の場合は，「推定現金原価（implied　cash　cost）」（同笹，28頁．）で

　測定される、つまり，これらは，当事者間の商議による取弓1の合意内容を示す正

　当な価格総計によって測定されるのである．

43）W．A．Paton　and　A．C．Littleton，前掲書，29頁，邦訳，49－50頁参照．

44）　注41）を参照．

45）W，A．Paton　and　A．C．Littleton，前掲書，52，53頁，邦訳，88，91頁参照．

　（1）の要件は，通常販売の完了であることが多いとしている．（3）の要件につい

　て，リトルトンは次のように述べている、「収益の認識は検証力のある客観的な

　証拠によるべきであるということは，一つの重要な会計基準である」．（A．C．Lit・

　tleton．“Suggestion　for　Revision　ofTentative　Statement　of　A㏄ounting　Prin－

　ciples，”λ㏄o舳伽g　Rω｛舳，March，1939，pp－58－59．）

46）W．A．Paton　and　A．C．Littleton，前掲書，73貫，邦訳，124頁参照．

47）W．A，Paton　and　A．C．Littleton，前掲善，93頁，邦訳，154頁参照．損失

　は原価が代償ないし見返を生まないで消滅したものであり，r収益への差弓1分」

　としての費用とは対照的なものとして定義されている．

・48）W．A．Paton　and　A．C－Litt1eton，前掲書，9頁，邦訳，14頁参照．

49）W．A．Paton　and　A．C．Litt1eton，前掲書，25頁，邦訳，42頁参照．

50）　注41）を参照．

51）W．A，Paton　and　A．C．Litt1eton，前掲書，100頁、邦訳，168頁参照．

騰軍1跳1麹
（一橋犬学犬学院博士課程）
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